





















































































































































































































































































なる。一方で，憲法13条の英訳文は，“All of the people 





間（All of the people），すなわち生物学的な種としての
人間のすべてが個人として尊重されるべきである（shall 

























あるジョン・ロック（John Locke, 1632 ‐ 1704）の社
会契約論は，自然状態において人がもっている「生命・
自由・財産」からなる自然権の保全を目的として個々人
の間で契約を結んで政治的共同体をつくるという考え方
である。確かに，政治的共同体は，統治するための政治
権力を有している。しかし，政治的共同体の統治に構成
員が服するのは，彼／彼女らの自然権が保障されている
からである。
　日本国憲法は，統治権の根拠について，前文第一段で
「そもそも国政は，国民の厳粛な信託によるものであつ
て，その権威は国民に由来し，その権力は国民の代表者
がこれを行使し，その福利は国民がこれを享受する」と
宣明している。ここにいう「信託」はロックのキーワー
ドであることから，ロックの社会契約論が日本国憲法の
礎を築いていると解する（16）。日本国憲法は，統治の基
本原理として前文第一段で ｢国民の厳粛な信託｣ を明ら
かにしたうえで，「第8章 地方自治」を設け，そこに地
方自治に関する４ヵ条の規定を置いている。これらを鑑
みれば，憲法は政を信託すべき統治団体として国・中央
政府のみならず地方公共団体・地方政府をも用意し確保
していると考える（17）。確かに，国および地方公共団体
は，統治するための政治権力を有している。しかし，国
および地方公共団体の統治に構成員が服するのは，彼／
彼女らの人権が保障されているからである。つまり，「国
政」を担う中央政府の統治権は，自らの人権を守るため
に国を構成する人によって信託されており，「地方自治」
を担う地方政府の統治権は，自らの人権を守るために地
方公共団体を構成する人によって信託されていると考え
る（18）。
　それでは，人権を保障するために，国および政治的共
同体を構成する人が「国籍」を保有しているか否かを問
うことは重要であろうか。この問いに答えるためには，
国および地方公共団体の構成員とは誰であるのか，を明
らかにする必要がある。社会契約論の観点から，政治的
共同体の構成員とは政治的共同体に統治権を信託してい
る人，すなわち政治的共同体の統治権の及ぶ領域に生活
の本拠を有する人である，という考え方が根底にあると
すれば，国および地方公共団体の構成員とは，それぞれ
の統治権の及ぶ領域に生活の本拠を有する人であるとい
うことになる。それに加えて，政治的共同体の統治目的
は，「人」の権利の保障（人権保障）である以上，統治
の対象は，「国籍」ではなく「人」である。
　社会契約論の観点から考え直してみると，国および地
方公共団体が人権を保障するための指標としては，それ
ぞれの統治権の及ぶ領域に生活の本拠を有する人である
か否かを問うことが重要であって，その人が「国籍」を
保有しているか否かを問うことは二次的な重要性しかな
いと考える。
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６．民主主義と選挙権
　仮に一人ひとりの人権を保障するために，生活の本拠
を有する国や地方公共団体における共通ルールを策定す
る必要があれば，当然，一人ひとりに自分の意見を表明
する権利を認めたうえで，その仕組みを構築しなければ
ならない。その権利が表現の自由であり，その仕組みが
民主主義である。表現の自由には，個人が言論活動を通
じて自己の人格を発展させるという個人的な価値（自己
実現の価値）があるとともに，自由に意見を表明し討論
することによって社会の全ての構成員が政治的意思決定
に関与するという民主政に資する社会的な価値（自己統
治の価値）がある（19）。民主主義とは，人間社会，ある
いは政治社会における共通ルールの策定と決定過程にお
いて，少数派か多数派かを問わず，すべての人びとの自
己決定，自己実現を尊重する原則である。民主主義の観
点から見る表現の自由は，民主政治にとって不可欠な，
自由な意見発表と討論を保障するものとして，きわめて
重要な意義をもっている（20）。
　上述した表現の自由と民主主義との関係を踏まえたう
えで，選挙権を付与する主体について考えてみる。後藤
光男は，「民主主義とは，人民の自己統治であり，自己
の政治的決定に自己が従うということである。したがっ
て，政治的決定に従うものは，当然，その決定に参加で
きるものでなければならない。主権者とは，民主主義の
観点から，その政治社会における政治的決定に従うすべ
ての者である。すなわち，その政治社会を構成するすべ
ての人である。日本における政治的決定に従わざるをえ
ない『生活実態』にある外国人には当然に選挙権が保障
される，ということになる」（21）と述べている。わかり
やすく言えば，民主主義の意義は，政治の影響を受ける
すべての人が政治の決定に参加する機会をもつことにあ
る，と理解するのであれば（22），民主主義にとって，政
治の影響を受ける人の国籍の有無は重要であるとは言え
ない。それゆえ，国籍を理由に，政治の影響を受ける人
に選挙権を付与しない，あるいはその人から選挙権を剥
奪することは，民主主義の意義に反するということにな
る。また，後藤光男は，「その人が生活している日本社
会で，社会共通のルールをつくる際，その社会の構成員
の一部を排除し意思表明をさせないでおいて（選挙権を
認めない），またルール作成の審議過程に参加させない
でおいて（被選挙権を認めない），その社会の構成員の
ための自由かつ豊かに生きる適切な条件整備のルール
（法律）をつくれるものであろうか」（23）との疑問を呈
している。
　後藤光男は，社会契約論の観点から国籍に代わる選挙
権を付与する主体の指標を「『いま現にどこに住んでい
るのか』という事実」（24），「現に生活基盤を日本社会に
持っているという事実」（25）に求めている。この点につ
いて，最高裁判所は，「民主主義社会における地方自治
の重要性に鑑み，住民の日常生活に密接な関連を有する
公共的事務は，その地方の住民の意思に基づきその区域
の地方公共団体が処理するという政治形態を憲法上の制
度として保障しようとする趣旨に出たものと解されるか
ら，我が国に在留する外国人のうちでも永住者等であっ
てその居住する区域の地方公共団体と特段に緊密な関係
を持つに至ったと認められるものについて，……法律を
もって，地方公共団体の長，その議会の議員等に対する
選挙権を付与する措置を講ずることは，憲法上禁止され
ているものではないと解するのが相当である」（最三小
判平成７年２月28日民集49巻２号639頁）と判示して
いる。最高裁判所は，選挙権を付与する根拠として，「日
常生活に密接な関連を有する」とか「特段に緊密な関係
を持つに至った」というように，地域への事実上の帰属
関係，つまり「生活の本拠」もありうることを指摘して
いる。このことは，現実に政治的共同体の統治権の及ぶ
領域に生活の本拠を有する人が政策決定に参加するとい
う社会契約論への復帰と見ることができる。そして，こ
の論理は，国政の選挙権でも地方政治の選挙権でも質的
な違いはないはずである（26）。また，最高裁判所は，「特
段に緊密な関係を持つに至ったと認められるもの」とし
て具体的に「永住者等」（27）を挙げている。だが，「永
住者等」が「特段に緊密な関係を持つに至ったと認めら
れる」のは，地方公共団体に限ったことではなく国にも
当てはまることである。したがって，地方公共団体と「特
段に緊密な関係を持つに至ったと認められる」「永住者
等」に地方政治の選挙権を付与するのであれば，彼／彼
女らに国政の選挙権を付与することも認められるであろ
う。
７．選挙権とは
（1）権利保障の根拠
　確かに，国籍の有無を問わず，誰しも自ら選挙権を行
使することで，国政および地方政治に自らの意見を反映
させることができるのが理想である。しかし，憲法15
条3項には「成年者による普通選挙を保障する」と年齢
条件が明記され，公職選挙法および地方自治法にも選挙
権を行使できる年齢条件が定められていることを鑑みれ
ば，たとえ国籍をもっているからと言って，誰も彼もが
選挙権を行使して国政および地方政治に自らの意見を反
映させることができないのが現状である。ある意味，国
籍をもつ者にとっても，選挙権は，憲法上付与される権
利ではなく法律上付与される権利であると言える。
　それでは，なぜ選挙権が法律上付与される権利である
と言えるのか，その根拠を示しておく。
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　まず，憲法は，国政および地方政治における選挙権の
資格を定めることを法律に留保しているか否かについて
検討する。憲法44条は，「両議院の議員及びその選挙人
の資格は，法律でこれを定める」と規定しているので，
国政おける選挙権の資格を定めることを法律に留保して
いる。一方で，憲法44条は，地方政治における選挙権
の資格を定めることを法律に留保していない。地方政治
における選挙権について，憲法93条２項は「地方公共
団体の長，その議会の議員及び法律の定めるその他の吏
員は，その地方公共団体の住民が，直接これを選挙する」
と規定しているが，法律で選挙権の資格を定めることを
明記していない。それでは，この法律の沈黙をどのよう
に理解するのか，ということが問題となる。この理解と
して，地方政治における選挙権のあり方は，全国一律で
はなく地方住民がそれぞれに考えるべき問題である（28）
から，「本来的には『長・議会の議員及び選挙権の資格は，
条例でこれを定める』ということになろう」（29）とする
見解がある。この法律の沈黙に対する理解に対して，最
高裁判所は，「憲法44条は国会議員のみに関してその選
挙人の資格は法律で定める旨を規定しているのに，地方
公共団体の議員選挙にはその規定がないから，後者の選
挙権被選挙権は法律を以ても制限し得ないものである，
と論旨は主張するが，しかし憲法44条に『法律で定める』
というのは，法律で定めなくてはいけないということで
ありその規定がないからとて，法律を以てしても制限で
きないということにはならない。国会議員についてさえ
法律で選挙資格を定め得るのだから，地方公共団体の議
員選挙についても同様であるべきことは当然」（最大判
昭和25年４月26日刑集４巻１号707頁）であると判示
している。
　憲法92条と地方政治における選挙権の関係について，
憲法92条は「地方公共団体の組織及び運営に関する事
項は，地方自治の本旨に基いて，法律でこれを定める」
と規定している。地方自治法は，憲法92条にいう「地
方自治の本旨に基いて」制定されており（１条），「第２
編 普通地方公共団体」のなかに「第4章 選挙」を置い
ている。したがって，地方政治における選挙権の資格を
定めることについては法律に留保されていると考える。
（2）国民固有の権利
　次に，選挙権の本質について検討する。日本国憲法は，
「第３章　国民の権利及び義務」のなかで「公務員を選定
し，及びこれを罷免することは，国民固有の権利であ
る」（15条１項）と規定している。憲法15条１項でいう
「『国民固有の権利』とは，国民が当然にもっているとさ
れる権利，したがって，他人にゆずりわたすことのでき
ない権利の意である（英訳では，inalienable rightといっ
ている）」（30）とする見解がある。これらを踏まえれば，
日本国民にとっての選挙権は，一見して「人権」である
かのように見える。
　そこで，あらためて「国民が当然にもっているとされ
る権利」としての「国民固有の権利」について考えてみる。
選挙権が「国民固有の権利」であれば，選挙権が制限さ
れている場合，あるいは選挙権を剥奪された場合には，
憲法15条１項の権利が侵害されたことになるであろう。
しかし，最高裁判所は，選挙権の制限や剥奪の合憲性が
争われた事件において合理的かどうかを審査したうえで
合理的であるとしてこれを合憲であるとする判決を下し
ている（例えば，最三小判昭和29年４月27日刑集８巻
４号568頁，最大判昭和30年２月９日刑集９巻２号217
頁）。最高裁判所は，選挙権の制限や剥奪を憲法上付与
された権利の制限や剥奪であるとは捉えず，選挙権は法
律によって与えられて初めて認められるもので，誰に選
挙権を付与するのかは国会の合理的な裁量によると考え
ているようである（31）。この最高裁判所の選挙権に対す
る考え方は，公職選挙法252条（選挙犯罪による処刑者
に対する選挙権及び被選挙権の停止）の合憲性をめぐる
事件での裁判官斎藤悠輔と同入江俊郎の意見からも読み
取れる。この二人の裁判官は，「（上告趣意の）論旨は，
選挙権，被選挙権が国民主権につながる重大な基本権で
あり，憲法上法律を以てしても侵されない普遍，永久且
つ固有の人権であることを前提としている。なるほど，
日本国憲法前文において，主権が国民に存することを宣
言し，また，同法15条１項，３項において，公務員を
選定することは，国民固有の権利であり，公務員の選挙
については，成年者による普通選挙を保障する旨規定
している。……そして，同法44条本文は，両議院の議
員及びその選挙人の資格は，法律でこれを定めると規定
し，両議院の議員の選挙権，被選挙権については，わが
憲法上他の諸外国と異り，すべて法律の規定するところ
に委ねている。されば，両権は，わが憲法上法律を以て
しても侵されない普遍，永久且つ固有の人権であるとす
ることはできない。むしろ，わが憲法上法律は，選挙権，
被選挙権並びにその欠格条件等につき憲法14条，15条
３項，44条但書の制限に反しない限り，時宜に応じ自
由且つ合理的に規定し得べきものと解さなければならな
い。それ故，所論前提は是認できない」（最大判昭和30
年２月９日刑集９巻２号217頁）と述べている。
　したがって，選挙権は，法律によってその帰属が認め
られた国民のみがもっている権利であると解されるの
で，「国民が当然にもっているとされる権利」であると
は言えない。また，憲法15条１項でいう「国民固有の
権利」とは，選挙権は「他人にゆずりわたすことのでき
ない権利」（inalienable right），すなわち法律によって
自分に付与された権利である以上，その権利を他者に譲
り渡すことが禁じられており，自らがその権利を行使し
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なければならないことを意味しているにすぎないと考え
る。
（3）小括
　憲法学において，人権とは人間が人間である以上，当
然にもっている権利である，と定義している。この定義
に照らせば，選挙権は，国家の存立を前提とする権利で
ある以上，人権ではなく，あくまで後国家的権利である。
選挙権が後国家的権利であるということは，民主主義と
いう政治手段を採用しない国家にとって，選挙権が無用
のものであることを考えれば明らかであろう。また，憲
法15条１項が選挙権を「国民固有の権利」としている
のは，このことを明らかにしようとしているとも考えら
れる（32）。しかも，上述したとおり，日本国民であると
しても，選挙権は，精神的自由といった他の人権とは違っ
て，一定年齢以下の者には権利そのものの帰属が否定さ
れるという性格をもった権利である。
　憲法学において外国人に一定の範囲内で人権の保障を
認めるのは，日本国憲法が前国家的な人間の権利を保障
するという思想ないし自然権思想に基づいて人権の規定
を設けていることを根拠にしているからである（33）。そ
の根拠に照らせば，選挙権は，国家の存立を前提とする
後国家的な人間の権利であるから，外国人の人権として
保障されていないとする解釈が成り立つであろう。だが，
日本国民にとっても外国人にとっても選挙権は後国家的
な人間の権利であるから，結論として，選挙権を付与す
る主体は，法律で定めれば良いという考え方にならざる
をえない。
　仮に選挙権は法律上付与される権利であるという考え
方に立脚するとしても，国政および地方政治において民
主政の過程が適切に機能しているのであれば，選挙権を
行使できる国民がそれを行使できない国民の意見を国政
および地方政治に代弁していると考えて良いであろう。
同様に，選挙権を行使できる国民のなかには，同じ国で
生活する外国人の意見を国政および地方政治に代弁して
いる者がいると考えれば，外国人に選挙権を認めていな
いからと言って，必ずしも国政および地方政治に外国人
の意見が全く反映されていないとは言えないであろう。
したがって，外国人の選挙権を重要視し過ぎる必要はな
いと考える。
　この見解に対して，選挙権をもたない者は，国政およ
び地方政治に参加できない以上，自分の運命を他者の手
に委ねることになり，自己決定ではなく，他者による決
定，すなわち自己実現ではなく，他者によって定められ
た役割を実現しているにすぎない存在に陥ってしまうと
の反論がなされるであろう。このような反論に対しては，
次のように反駁することができる。民主政において，政
治的共同体には多数決原理が必須であるかのように捉え
られている。多数決原理は，治者の意思と被治者の意思
との一致，つまり両者間の「同意」によって政治的決定
を正当化する手続きである。だが，その「同意」は，多
数決原理により個人一人ひとりの意思を集団の意思が包
み込み，さらに数の多寡によって形成される多数派の意
思が全体の総意であるという擬制の ｢同意｣ にすぎない。
しかも，多数決原理は，普遍的な正しさを模索し，その
正しさを支える衆知を集める手段としては最善であると
考える。それゆえ，政治的決定は多数決原理による結論
である限り，その決定がすべて正しいというわけではな
い。政治的決定のなかには，人権を貶めたり蔑ろにした
りするものもあるであろう。仮にそのような決定がなさ
れたとしても，日本国憲法下のわが国においては，殊に
問題ないと考える。なぜならば，日本国憲法は，人権規
定を置くことによって，近代立憲主義の原理に重きを置
いているからである。つまり，日本国憲法は，11条で「基
本的人権は，侵すことのできない永久の権利として，現
在及び将来の国民に与へられる」と規定し，基本的人権
が実定法を超越した自然法上の権利であることを宣言し
ている。さらに，日本国憲法は，実質的に終章である「第
10章 最高法規」の冒頭に97条を掲げて，基本的人権が
永久不可侵の権利であることを再び宣言している。この
ような章と条文の構成から解釈して，憲法の究極の目的
は人権を保障することにある，と観念され，それが憲法
の実質的な最高法規性の根拠となっている。憲法には，
国会の立法権および地方公共団体の自治立法権を拘束す
るということのみならず，国会の制定した法律および地
方公共団体の制定した条例の内容が憲法に適合するかど
うかを裁判所が解釈し審査する権限も確立されている。
したがって，仮に人権を貶めたり蔑ろにしたりする政治
的決定がなされたとしても，その決定は，裁判所によっ
て違憲無効とされることが期待されているのである。
８．おわりに
　「外国人の人権」について議論する際には，人権とは
人間が生まれながらにしてもっている権利，すなわち生
来の権利であり，その意味で人権は前国家的な権利であ
る以上，その享有主体の有無が後国家的な国籍の有無と
連動していると考えることはできないはずである，とい
うことを前提にしている。だが，この議論の前提は理に
適っているのであろうか。
　そもそも「人権」の前に「外国人の」という用語を付
加することは，人間のなかに人権が保障されない人間が
存在することを想定するので，人権の定義を曖昧なもの
にしている。
　次に，日本国憲法が「第３章　国民の権利及び自由」
に掲げる「基本的人権」のなかには，前国家的権利ない
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し自由権にとどまらず後国家的権利である社会権や参政
権も含まれている。基本的人権のうち重要なものは，既
に述べたように前国家的権利として，個人としての人間
に与えられているものであるから，その享有主体を国籍
の有無で区別することは，人権の定義に反する。そのよ
うに解するのであれば，後国家的権利である選挙権の主
体を国籍の有無で区別することは，人権の定義に反して
いないことになる。
　さらに，憲法第３章の諸規定のなかに「権利の性質上
日本国民のみをその対象としていると解されるもの」が
あるという最高裁判所の解釈について考えてみる。「権
利の性質上」，すなわち生来の権利という性質上日本国
民のみをその対象としていると解されるものは，憲法第
３章の諸規定のなかのどの規定の権利であるのか，を問
うてみる。この問いに対して，それは憲法15条１項の
選挙権である，と答えるとしよう。このような答え方で
は，選挙権は人間の権利でありながら，その権利が保障
されない人間が存在することを認めることになる。
　こうして考えてみれば，「外国人の人権」について議
論するためには，「憲法は，人である以上，当然に保障
すべき権利をすべての人に保障しようとしているわけで
はなく，もともと同国人という特定の人々の権利のみを
保障しようとする」（34）法規範であるという前提が必要
である。「外国人の人権」は，その前提があって，そう
した権利の保障をどこまで同国人以外の人びとに拡張し
て適用することが可能かという問題（35）である。長谷部
恭男は，「外国人の人権」について議論する「出発点が
このように設定されているのであれば，実は，参政権な
ど，『権利の性質上日本国民のみをその対象としている
と解されるもの』と，それ以外の外国人にも等しく保障
されるはずの権利との違いは，程度の差にすぎない」（36）
と指摘している。
　本稿の論旨から見れば，人びとは，より良い生活を営
みたいので，生活の本拠を有する国や地方公共団体を住
みやすくしたいと思っているはずである。そのような人
びとからのさまざまな意見を国や地方公共団体に届けて
政治に活かす制度が選挙であり，その制度に参加できる
チケットが選挙権である。そうだとすれば，同じ国や地
方公共団体に生活の本拠を有する人びとのなかで，誰に
選挙権を付与するのかを国籍の有無のみで決めてしまう
ことには無理がある。また，選挙権は，「権利の性質上」，
すなわち後国家的権利という性質上，日本国民のみなら
ず外国人もその対象としていると解される権利である。
したがって，選挙権の主体を日本の統治権に服するすべ
ての人間のうち，どこまでの人間に認めるかということ
は，立法の問題である。民主主義とは，人間社会，ある
いは政治社会における共通ルールの策定と決定過程にお
いて，少数派か多数派かを問わず，すべての人の自己決
定，自己実現を尊重する原則である。それゆえ，民主主
義社会において，その社会に生活の本拠を有する人びと
に対して，その社会に共通するルールの策定と決定過程
を解放すればするほど，それだけ多くの人びとの自己決
定，自己実現がより一層尊重されることになる。日本と
いう社会をより良く運営し，そしてその社会に生活の本
拠を有する人びとがより良く生きることができるように
するために選挙権を誰に付与するのかは，日本国民の意
思決定の問題である。21世紀の今日，ヒト・モノ・カ
ネが国家の制約を超えて移動する国際化・ボーダーレス
時代を迎えて，憲法は開かれた多元的な文化をもつ社会，
人類共生の社会の法規範である，という立場に立てば，
現状に固執することなく，外国人の選挙権を付与する条
件として「生活の本拠を有する」ことを検討するくらい
の未来指向をもつべきである。
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